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東京都議会の現状

・議員の女性比率２割と最多
・事務局員数が141人で最多、2位の1.8倍
・政務活動費が月60万円/１人と最多

改革度は
47都道府県中

36位（昨年35位）

議会活動の環境は充実しているが、議会改革度調査 2016では
47都道府県議会中 36位となり、改革に出遅れている印象がある。
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議会改革度分析チャート 大区分比較
「情報共有」「住民参加」「機能強化（Ⅰ・Ⅱ）」の3分野を比較。
情報共有は21位、住民参加は32位、機能強化は40位であり
なかでも機能強化が一番遅れている。
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議会改革度分析チャート 小区分比較
「発言・意見受付」「直接対話」「マネジメント」「議案」
「討議・調査充実」の分野は、いずれも 10%に満たない。
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議会改革度分析チャート 「情報共有」
「情報共有」は、議事録や動画、政務活動費・視察の公開状況等をみている。
東京都議会は、委員会動画や議員個人の賛否結果が非公開となっている。
（政務活動費はネット公開されていないが、2017年度分からの公開が決まっている）
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議会改革度分析チャート 「住民参加」
「住民参加」は、傍聴のしやすさ、住民意見の聴取等の取組みをみている。
東京都議会は、請願・陳情者の意見陳述、シティズンシップや住民との直接の
意見交換の場がなく、議会として住民意見を政策につなげる仕組みが乏しい。
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議会改革度分析チャート 「機能強化Ⅰ」
「機能強化」は、議会本来の権限・能力を発揮するための機能強化状況等をみ
ている。東京都議会は、議会の理念や運営方法を定める「議会基本条例」の制
定がなく、議長選挙も開かれていない。議員提案条例や修正案の提出もない。
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議会改革度分析チャート 「機能強化Ⅱ」
「機能強化」は、議会本来の権限・能力を発揮するための機能強化状況等をみ
ている。東京都議会は、自治体計画の検証実施がなく、政治倫理条例もない。
また、本会議や委員会室でパソコンの使用ができない。
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他議会との比較（主項目）

項目 東京都議会 大阪府議会 兵庫県議会 鳥取県議会

政務活動費
のネット公開 × ネット公開 ネット公開 ネット公開

常任委員会
動画のネット公開 × ネット配信 ネット配信 ネット配信

住民との
直接対話の機会 × 6回開催 18回開催 4回開催

シティズンシップ
の取組み × 出前授業など実施 出前授業など実施 模擬議会など実施

議会基本条例
の制定 × 制定 制定 制定

政治倫理条例
の制定 × なし（記録をとる

仕組みあり）
なし（記録をとる
仕組みあり）

あり

議員提案条例
の提出 × 3年間で3件 3年間で1件 過去にあり

一問一答の導入 × 導入 導入 導入

反問権の導入 × 導入 導入 導入

改革が進んでいる議会と東京都議会では、取組みに多くの差がみられる。
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選挙における各党の議会改革政策

2017東京都議会議員選挙では、各党が議会改革の具体的な政策を掲げている。

自由民主党 公明党 民進党 共産党 都民ファースト 東京維新 生活者ネット

― ①都が策定する
総合（長期）計
画を議会の議決
事項に
②1年を通じて
本会議や委員会
が開ける「通年
議会」の導入
③委員会のイン
ターネット中継
の導入
④議長、副議長
以外の公用車を
原則、廃止
⑤議会のペー
パーレス化を促
進

・議員定数、議
員報酬の大幅削
減など、身を切
る改革をされに
提案します。
・議会基本条例
を提案。通年議
会でいつでも招
集できる議会に
改革します。
・委員会のイン
ターネット中継
で、誰もが議員
活動をチェッ
ク！
・議員評価シス
テムで、議員活
動ランキングを
公表します。

政務活動費の飲
食や新年会費な
どへの支出を禁
止とするよう見
直します。
今期の会派ごと
の海外都市調査
は、４回、一人
当たりの平均額
は１８７万円に
も及んでいます。
現行の海外都市
調査のやり方は
中止し、抜本的
改善をはかりま
す。
予算特別委員会
を常設化し、必
要な時に知事と
一問一答ができ
るようにするな
ど、議会質疑の
活性化をはかり
ます。

「忖度だらけの
ふるい都議会を
新しく」
自分ファースト
の議員から都民
ファーストの議
員へ。

・議会改革条例
をつくります
・議員特権を廃
止します
・議会棟での禁
煙を実施します
・「不当口利
き」禁止条例を
つくります

2000年にロン
ドンで実現した
グレーターロン
ドンオーソリ
ティ（GTA）の
都市構造をベー
スに、東京都議
会を改革しよう
という考え。
世界標準”グ
レーター東京”
で都議会議員数
を127人から25
人へ。

◎身を切る改革
の実現：職員特
権の撲滅、利権
一掃
・都議会の作り
直し
・議員定数大幅
削減

◆市民のための
議会に改革する

▷ 議会改革＝定
数削減ではなく、
議会運営など、
内容を問う改革
をすすめる。
▷ 報酬や視察費
の規定などの
チェック体制を
見直す。
▷ 公用車・費用
弁償などを廃止
する。
▷ 請願・陳情、
公聴会・参考人
招致などで市民
が直接発言する
機会を保障する。

※2017年6月8日現在
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議会改革 ７つの提言

調査結果をふまえ、下記の7項目について提言する。

■ 議会基本条例の制定
■ 新議長の選出の透明化
■ 議会活動のロードマップ（4年間、1年間）作成
■ 議員による政策提案
■ 議会独自の調査分析機能の強化
■ 討議環境の整備（自由討議、一問一答、反問権など）
■ 住民の意見を聴取する場の設定
（請願者の意見陳述、参考人招致・公聴会、住民との意見交換会など）

■早稲田大学マニフェスト研究所
事務局長 中村 健のコメント

兵庫県議会や大阪府議会は、議員の不祥事や強力な首長の力に直面し、地域
にとって議会はどうあるべきかを再度捉え直して、議会改革を進めた。特に顕著
なのは、若い世代との対話やシティズンシップ教育への関わりだ。一方、東京都
議会は順位に大きな変化はなかった。
７月の都議会議員選挙では、政局ではなく、いかに議会が都民にとって必要な
存在となるかが問われる。小池知事が誕生し、スピード感を持って議会改革がさ
らに行われることが望ましい。都民に開かれた、説明責任を果たせる議会になる
事を期待したい。



早稲田大学マニフェスト研究所 12

その他

調査結果に関しては、下記サイトにて随時公開していきます。

早稲田大学マニフェスト研究所 議会改革調査部会ページ

http://www.maniken.jp/gikai/

早稲田大学マニフェスト研究所
議会改革調査部会

〒１０３－００２７ 東京都中央区日本橋１－７－１２
国土施設ビル3Ｆ

Mail：mani@maniken.jp
Tel：03-6214-1315 
fax：03-6214-1186


